
人吉市財務諸表について

11.61%

6.18%

82.21%

【
資
産
】

公共資産 ４３１億９，１８６万円

市が公共サービスを提供する

ために所有する施設設備など

有形固定資産 ４３１億９，１８６万円

（庁舎、学校、市営住宅、土地、

道路、橋梁、その他の施設など）

流動資産 ６０億９，８７３万円

必要時に使用できる基金や市税

などの未収金

財政調整基金 ９億５，５３７万円

減債基金 ２８億８，９０４万円

歳計現金 １３億６，９２５万円

未収金等 ８億８，５０７万円

投資等 ３２億４，７８４万円

関係団体への出資金や基金の額、

市税等の債権

貸付金 １１億１，３５７万円

基金等 ２０億７，４０７万円

長期延滞債権等 ６，０２０万円

45.93%

6.35%

47.72%

【
負
債
・
純
資
産
】

純資産 ２４１億３，１３０万円

保有する財産のうちこれまでに市民

が負担した税金や国・県の補助金な

ど

固定負債 ２５０億７，０４６万円

地方債 ２２５億８，９８２万円

退職手当引当金 ２３億５，２１６万円

など

純
資
産

貸借対照表とは…

市がどのような財産を持ち、その財産を所有するためにかかった費用を表したも

のです。

そのため、 「資産」＝「負債」＋「純資産」 という関係式が成り立ちます。

負
債

12.29%

5.79%

81.92%

【
資
産
】

投資等 ２８億６，５９６万円

関係団体への出資金や基金の額、

市税等の債権

貸付金 ７億６，９２５万円

基金等 ２０億２，１２９万円

長期延滞債権等 ７，５４２万円

資産合計

５２５億３，８４３万円
負債・純資産合計

５２５億３，８４３万円

負債・純資産合計

４９５億４，５４９万円

45.08%

5.85%

49.07%

【
負
債
・
純
資
産
】

上記貸借対照表によると、資産では庁舎や学校などの公共資産が８０％以上を占め、負債・純資産では負債が５
４％、純資産が４６％程度であり、資産合計が前年度と比べ約２９億９千万円増えていることがわかります。公共資
産が前年度と比べ約２６億円の増となっておりますが、復興に係る公共事業の増や災害公営住宅建設事業が主な要因
となっております。また、財政調整基金では約１億８千万円、減債基金では約２億７千万円の積み立てを行い、復興
事業や後年の起債償還の財源確保に努めました。負債では、災害復旧事業に代わって復興事業や災害公営住宅建設に
おける地方債発行の増により、地方債が約７億８千万円の増となり、固定負債全体でも約７億６千万円の増となって
います。
人吉市では、上記の表にあるように有形固定資産が全体の８０％以上を占め、公共施設の老朽化による改修や維持

については大きな費用が必要となり、今後の課題でもあります。また、扶助費などの義務的経費の増、物価高騰によ
る光熱水費などの物件費の増に加え、特に復興事業においては市単独での多額の財政負担が懸念されます。公共施設
の改修等はその施設の統廃合も含めた今後の活用を十分に検討し、財源である地方債も交付税措置が７０％の過疎対
策事業債をうまく活用しながら計画的に行い、さらに既存事業の効率化・縮小による経常的な経費の抑制に向けた取
り組みを行っていきます。

資産合計

４９５億４，５４９万

固定負債 ２４３億１，１３９万円

地方債 ２１８億１，０２９万円

退職手当引当金 ２３億７，２６２万円

など

純資産 ２２３億３，４８１万円

保有する財産のうちこれまでに市民

が負担した税金や国・県の補助金な

ど

流動負債 ３３億３，６６７万円

一年以内に支払わなければなら

ないもの

翌年度償還予定地方債

２７億６，７０９万円

賞与引当金 ２億１，３４０万円

など

公共資産 ４０５億８，８１７万円
市が公共サービスを提供する

ために所有する施設設備など

有形固定資産 ４０５億８，５９０万円

（庁舎、学校、市営住宅、土地、

道路、橋梁、その他の施設など）

流動資産 ６０億９，１３６万円

必要時に使用できる基金や市税

などの未収金

財政調整基金 ７億４，００９万円

減債基金 ２６億１，８２８万円

歳計現金 １１億３，７３４万円

未収金等 １５億９，５６５万円

流動負債 ２８億９，９２９万円

一年以内に支払わなければなら

ないもの

翌年度償還予定地方債

２３億５，４１３万円

賞与引当金 １億８，８９８万円

など



　＊人吉市の貸借対照表を１世帯（４人家族）に換算すると…

 資産総額　７０５万円 　 負債・純資産総額　７０５万円

令和５年３月３１日時点人口
３０，３７８人

住宅ローン、借金など

３３６万円

＝「固定負債」

来年支払予定のロー

ン等の返済

４５万円これまでに家族が支払った額

や市の補助金などで支払った

額

３２４万円

負
債

純
資
産

【
資

産
】

令和６年３月３１日時点の住民基本台帳人

口（２９，８２４人）で１人当たりに換算した額

をもとに算出しました。

令和５年度は前年度と比較すると総額で５３万円の増となっており、保有する資産の増加
や人口減少により一人あたりの資産が４５万円増えたことが主な要因です。
一方で、ローン返済等の負債は１６万円増えているため、ローンや借金が増えていること

がわかります。新たな資産の購入等へ回せる余裕はなく、少しでも現金預金を増やすよう節
約が必要な状況です。また、資金調達のために借金をするとしても来年度の支払いなども含
めて将来を見据えた計画が必要といえます。

資産総額 ６５２万円

【
資

産
】

負債・純資産総額 ６５２万円

住宅ローン、借金など

３２０万円

＝「固定負債」

来年支払予定のローン

等の返済

３８万円

＝「流動負債」これまでに家族が支払った額

や市の補助金などで支払っ

た額

２９４万円

＝「純資産」

【
負
債
・
純
資

住宅、土地、自家用車な

どの資産等

５３４万円

＝「公共資産」

株式などの投資や学

資積立金

３８万円

＝「投資等」

現金、預貯金、定期

預金など

８０万円

＝「流動資産」

住宅、土地、自家用車

などの資産等

５７９万円

＝「公共資産」

株式などの投資や学

資積立金

４４万円

＝「投資等」

現金、預貯金、定期

預金など

８２万円

＝「流動資産」

【
負
債
・
純
資
産
】


